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令和３年度公益財団法人日本パラスポーツ協会補助 

障害者スポーツ振興事業「障害者スポーツ実施環境の構築支援事業」実施要項 

 

１ 目  的  本事業は、新型コロナウイルス感染拡大により生じた障がい者の運動離れ等に対応し、

障がいのある方が主体的に運動・スポーツに取り組めるよう、身近な場所で気軽に運動・

スポーツを実施することができる環境を整備するため、スポーツ施設等に用具等を整備す

ることを目的とする。 

 

２ 期  間  委託対象となる事業の実施期間は、委託契約締結日～令和５年２月１５日（水） 

※委託契約締結前に要した経費は対象経費として取り扱えないので注意すること。 

※令和５年２月１５日（水）までに精算・報告業務が終了すること。 
 

３ 対象団体  （１）都道府県・市町村（政令指定都市は除く） 

※都道府県は域内の市町村分の申請書等を取りまとめて提出。 

        （２）政令指定都市 

   ※ただし、対象団体（１）（２）において、対象となるスポーツ施設等は障がい 

    者の利用制限を行っていない場合とする。なお、本事業を契機に障がい者へ 

の利用制限をなくす場合は対象とする。 

（３）日本パラスポーツ協会登録都道府県・指定都市障がい者スポーツ協会 

（４）日本パラスポーツ協会登録障がい者スポーツ競技団体 

 

４ 対象事業  上記目的に沿って対象団体が行う障がい者が身近な場所で運動・スポーツを実施するた

めの用具等の整備を行う事業を対象とする。 

 

５ 内 容 例  （１）仮設床材など、スポーツ施設において車いすを用いて競技を実施する際に必要な 

ものの整備 

（２）ネット、ゴール等の競技の実施に必要な用具の整備 

（３）スポーツ用車いすなどの用具の整備 

（４）その他、障がい者がスポーツを実施する上で必要な用具の整備 

※注：施設にて恒常的に設置して使用する用具や建物等に固着されているものは対象 

  外とする。 

 

６ 委託金額  委託金額の決定は、申請者の計画内容や予算等を審査及び調整の上決定する。 

        （１）申請額は、１団体１００万円以上の用具等の整備費を対象とする。 

        （２）委託金額は、申請された全事業の件数、金額等によって減額等調整することがあ

る。 

 

７ 委託金の上限額  １，５００万円（税込） 

 

８ 対象経費  「障害者スポーツ実施環境の構築支援事業 事務の手引き」の「【別紙】対象経費等一覧」 

を参照のこと。 



 
 

９ 申請方法  所定の申請書に必要事項を記入の上、見積書等用具の購入金額を確認できる書類を添 

えて紙媒体とデータの両方を提出すること。 

        【提出書類】申請書・事業計画書（様式２）、予算書（様式３）、予算明細（様式３－２）、 

見積書等用具の購入金額を確認できる書類 

 

10 申請期間  （１）上記３（４）の団体については、令和４年４月４日（月）～６月３日（金） 

        （２）上記３（１）（２）（３）の団体については、令和４年５月９日（月）～ 

６月１７日（金） 

         ※各団体への委託決定後、当事業予算に満たない場合は、２次募集を行うことがある。 

 

11 委託決定  提出書類を審査の上、７月～８月中に随時申請団体へ通知する。 

 

12 委託契約  対象となった申請団体と当協会で委託契約を締結した上で実施することとし、契約期間 

外の経費は対象外とする。 

 

13 そ の 他  （１）事業計画書は目的、対象者等が分かるように、詳しく記載したものを提出するこ 

と。 

（２）国や都道府県等の補助金及び民間団体の助成金と重複しないよう、申請前に確認 

すること。 

        （３）本事業で購入した用具名、保管場所については当協会のホームページ等で公開す 

ることがある。 

 

14 申請／問合せ先 

  公益財団法人日本パラスポーツ協会 

          〒103-0014 東京都中央区日本橋蛎殻町２－１３－６－３Ｆ 

          電話：０３－５９３９－７０２１ ＦＡＸ０３－５６４１－１２１３ 

          E-mail：jpsa-04shien@parasports.or.jp   

 

【都道府県・市町村、政令指定都市】 

【都道府県・指定都市障がい者スポーツ協会】 

担当：スポーツ推進部（三上、深澤、荻原） 

【JPC加盟競技団体】 

担当：強化部（竹下） 

【障がい者競技団体※JPC加盟以外】 

担当：総務部（吉田） 

 


